ハンドマイク演説例（コロナ対策）　　　　　　　　２０２０年２月２７日　　　　　　鳥取県西部地区委員会

　ご近所のみなさん。こちらは日本共産党です。この場をお借りしまして、政策の訴えをさせていただきます。ご協力をよろしくお願いいたします。
　みなさん。いま新型コロナウイルスの感染が拡大し、政府の対応は後手後手ではないか、という声が大きくなっています。
　そもそも、「専門家会議」が開かれたのが２月１６日だったことに、日本共産党の志位和夫委員長は「あまりにも遅い」と指摘しました。しかも安倍首相の出席はたった３分間だけ、政府対策本部会議を３人の大臣が欠席しました。安倍首相は、死者が初めて確認された翌日、対策本部会議にはわずか８分間だけ出席し、夜にはマスコミ関係者と３時間も飲み食いしていました。日本共産党は、「本気でやる気があるのか。クエスチョンマークがついている」と考えますが、いかがでしょうか。
　政府の方針は、国民には手洗いやせきエチケット、軽度なら自宅で安静にと求めています。企業にはテレワークや時差出勤、学校には臨時休校を求めています。さらに医療機関には、外来や入院の受け入れを準備せよと求めています。しかし国は、責任をもって十分な財政措置を取っているでしょうか。政府の対策費はたった１５３億円です。アメリカは２８００億円、シンガポールは５０００億円、香港は４３００億円を、感染対策に投入すると発表しています。日本の１５３億円との落差がひどすぎます。
　日本共産党は、医療体制の強化に全力をあげることを求めます。重症患者の病床の確保、外来診療での一般患者との隔離の体制、そのためのスタッフ配置などが必要であり、財政支援が欠かせません。医療従事者自身の感染防止のための、マスクや防護服、目を覆うシールド、感染患者を搬送する車両なども急いで整備しなければなりません。
　わが国のＰＣＲ検査、コロナウイルスの検査が、お隣の韓国と比べて著しく少ないことも大問題です。感染を早期に発見することこそ、感染拡大と重症化を防ぐカギを握ります。大学や民間検査機関などの力を総結集し、検査体制を急いで拡充させましょう。また、検査を保険適用にすることも大切です。

　こうした、医療機関の体制強化と検査体制の確立は、国が「お願い」するだけでは絶対に進みません。政府が用意している財政規模とは、「けたの違う予算措置」をただちにとって、準備段階から財政を投入する。日本共産党はそう考えますが、いかがでしょうか。
　経済への影響も、非常に深刻になっています。観光業が打撃を受けたり、海外企業との取引が停止されたり、大規模なイベントが中止・延期となったりしています。飲食・観光・運輸などの分野で、中小企業を中心に倒産や廃業など、深刻な経営悪化がすでに起こっています。

　政府も、緊急貸し付けや保証枠の拡大などを行う方針です。この支援対象を大幅に拡充するとともに、とくに資金繰りが苦しくなっている中小業者の「つなぎ融資」を緊急に行わせましょう。感染疑いで、出勤を取りやめた場合の休業補償なども検討すべきです。
　国難ともいえる新型コロナ対策には国を挙げてあたり、あらゆる手立てをとりきることを、日本共産党は強く訴えます。この問題でも、野党は共同して政府に迫っています。みなさんのご支援、ご協力を心からお願いして、この場を借りての訴えとさせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
